
 歌志内市財政状況の公表に関する条例第２条による令和７年度上期（令和７年４月 

１日～令和７年９月３０日まで）の財政状況について次のとおり公表します。 

 

                    記 

 

１．令和７年度上期の財政状況 

（１）一般会計 

本年度の予算編成は、歌志内市総合計画の後期基本計画も最終年度となり、これまで

の結果を踏まえ、目標の達成に向けた具体的な施策を展開するとともに、事業の取り組み

の精度を高める必要があると考え、人口減少や少子高齢化、物価高騰対策など喫緊の課題

を考慮しながら、限られた財源を効率的、効果的に活用し、地域経済の活性化や市内事業

者への支援の継続、観光、医療福祉や消防救急体制の整備、住環境・教育環境の整備など

の充実強化を図り、「市民が主役のまちづくり」を信条に、「住みたいまち、次世代に誇

れるまち」の実現を目指すことといたしました。 

 当初予算額は５４億７，０００万円で前年度当初に比べ７億４，０００万円、１５．６

％の増であり、この主な要因は、児童センター等一元化施設新築１０億１，７７４万３千

円、情報システム標準化委託料４，６６９万５千円の増額などによるものであります。 

 令和７年度上期における歳入の補正は、国庫支出金１，６０９万２千円、道支出金

２１８万２千円、繰越金４，０００万円、諸収入３１３万５千円の増額、歳出の補正は、

総務費１，１０５万１千円、民生費２，５９５万２千円、労働費１００万円、商工費

１，５３２万６千円、土木費２３７万９千円、教育費９９万円、予備費４７１万１千円の

増額により、予算総額は５５億３，１４０万９千円となりました。 

 収入済額は２３億４，５８７万６千円（一時転用金を除く）で予算に対して、４２．４

％の収入率となっています。 

 支出済額は２２億７，９２２万３千円で、予算に対して４１．２％の執行率となってい

ます。 

 各款別の歳入・歳出の状況は別表Ⅲ－（１）のとおりです。 

 

（２）国民健康保険特別会計 

 この会計は、国民健康保険被保険者の医療費等に係る経費を計上しています。 

 当初予算総額は８，６７０万円で、前年度当初に比べ５０万円、０．６％の減となりま

した。 

 令和７年度上期における補正はありません。 

 収入済額は１，３７９万８千円（一時転用金を除く）で、予算に対して１５．９％の収

入率となっています。 

 支出済額は４，７８５万６千円で、予算に対して５５．２％の執行率となっています。 

  各款別の歳入・歳出の状況は別表Ⅲ－（２）のとおりです。 

 

（３）後期高齢者医療特別会計 

 この会計は、後期高齢者医療被保険者の医療費等に係る経費を計上しています。 



 当初予算総額は８，１９０万円で、前年度当初に比べ６０万円、０．７％の減となりま

した。 

 令和７年度上期における補正はありません。 

 収入済額は２，２９９万７千円（一時転用金を除く）で、予算に対して２８．１％の収

入率となっています。 

 支出済額は２，７００万９千円で、予算に対して３３．０％の執行率となっています。 

 各款別の歳入・歳出の状況は別表Ⅲ－（３）のとおりです。 

 

２．令和６年度の決算の概要 

  別表Ⅷのとおり 

 



Ⅰ．歌 志 内 市 の 現 況

55.95 k㎡

2,503 人

1,205 人

1,298 人

1,580 世帯

※人口・世帯数は、令和７年９月末日現在住民登録による。

Ⅱ．歌志内市各会計歳入歳出予算総括表

（単位：千円）

当 初 予 算 ９ 月 末 予 算

5,470,000 5,531,409

86,700 86,700

81,900 81,900

5,638,600 5,700,009

0国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

0

61,409合 計

後期高齢者医療特別会計

補 正 予 算

61,409

世　　帯　　数

会 計 区 分

一 般 会 計

面　　　　　積

人　　　　　口

男

女



Ⅲ－（１）　一　般　会　計

歳　　入

予 算 額
(A)

調 定 済 額
(B)

収 入 済 額
(C)

収入率(％)
(C/A)

収納率(％)
(C/B)

備　　考

1. 市 税 188,325 188,313 101,539 53.9 53.9 

2. 地 方 譲 与 税 19,872 6,733 4,890 24.6 72.6 

3. 利 子 割 交 付 金 170 144 144 84.7 100.0 

4. 配 当 割 交 付 金 670 140 140 20.9 100.0 

5.
株式等譲渡所得割交付

金
1,100 0 0 0.0 0.0 

6. 法 人 事 業 税 交 付 金 3,600 2,415 2,415 67.1 100.0 

7. 地 方 消 費 税 交 付 金 71,700 47,240 47,240 65.9 100.0 

8. 環 境 性 能 割 交 付 金 1,900 880 880 46.3 100.0 

9. 地 方 特 例 交 付 金 190 240 240 126.3 100.0 

10. 地 方 交 付 税 2,580,000 1,491,389 1,491,389 57.8 100.0 

11.
交通安全対策特別交付

金
1 0 0 0.0 0.0 

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 65,025 24,310 10,750 16.5 44.2 

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 171,685 182,937 78,102 45.5 42.7 

14. 国 庫 支 出 金 850,048 291,272 176,375 20.7 60.6 

15. 道 支 出 金 198,826 93,729 57,143 28.7 61.0 

16. 財 産 収 入 29,849 6,262 3,476 11.6 55.5 

17. 寄 附 金 6,003 4,703 4,652 77.5 98.9 

18. 繰 入 金 384,372 0 0 0.0 0.0 

19. 繰 越 金 70,000 323,210 323,210 461.7 100.0 

20. 諸 収 入 218,673 78,033 43,291 19.8 55.5 

21. 市 債 669,400 0 0 0 0.0 

－　 －　 △ 40,000 －　 －　

5,531,409 2,741,950 2,305,876 42.4 85.6 

※収入率及び収納率は、一時転用金を除く。

（単位：千円）

一 時 転 用 金

合 計

款



歳　　出

予 算 額
(A)

支 出 済 額
(B)

予備費充用額
(C)

執行率(％)
(B/(A+C))

備　　考

1. 議 会 費 52,408 29,389 0 56.1 

2. 総 務 費 467,800 101,015 186 21.6 

3. 民 生 費 1,170,897 444,091 0 37.9 

4. 衛 生 費 510,023 216,784 0 42.5 

5. 労 働 費 2,692 1,692 0 62.9 

6. 農 林 費 9,596 2,890 544 28.5 

7. 商 工 費 223,003 170,261 0 76.3 

8. 土 木 費 478,644 155,064 0 32.4 

9. 消 防 費 56,995 19,493 0 34.2 

10. 教 育 費 1,304,827 554,750 459 42.5 

11. 災 害 復 旧 費 400 0 0 0.0 

12. 公 債 費 374,750 187,250 0 50.0 

13. 諸 支 出 金 2 0 0 0.0 

14. 職 員 費 863,287 396,544 0 45.9 

15. 予 備 費 16,085 0 △1,189 －　

5,531,409 2,279,223 0 41.2 

（単位：千円）

合 計

款



Ⅲ－（２）　国民健康保険特別会計

歳　　入

予 算 額
(A)

調 定 額
(B)

収 入 済 額
(C)

収入率(％)
(C/A)

収納率(％)
(C/B)

備　　考

1. 国 民 健 康 保 険 税 26,412 35,360 11,848 44.9 33.5 

2. 繰 入 金 44,449 0 0 0.0 0.0 

3. 繰 越 金 1 1,950 1,950 195,000.0 100.0 

4. 諸 収 入 15,838 0 0 0.0 0.0 

－　 －　 35,000 －　 －　

86,700 37,310 48,798 15.9 37.0 

※収入率及び収納率は、一時転用金を除く。

歳　　出

予 算 額
(A)

支 出 済 額
(B)

予備費充用額
(C)

執行率(％)
(B/(A+C))

備　　考

1. 総 務 費 85,881 47,841 0 55.7 

2. 基 金 積 立 金 1 0 0 0.0 

3. 公 債 費 1 0 0 0.0 

4. 諸 支 出 金 300 15 0 5.0 

5. 予 備 費 517 0 0 －　

86,700 47,856 0 55.2 

（単位：千円）

款

款

合 計

一 時 転 用 金

（単位：千円）

合 計



Ⅲ－（３）　後期高齢者医療特別会計

歳　　入

予 算 額
(A)

調 定 額
(B)

収 入 済 額
(C)

収入率(％)
(C/A)

収納率(％)
(C/B)

備　　考

1. 後期高齢者医療保険料 48,728 46,927 22,876 46.9 48.7 

2. 繰 入 金 32,764 0 0 0.0 0.0 

3. 繰 越 金 1 121 121 12,100.0 100.0 

4. 諸 収 入 407 0 0 0.0 0.0 

－　 －　 5,000 －　 －　

81,900 47,048 27,997 28.1 48.9 

※収入率及び収納率は、一時転用金を除く。

歳　　出

予 算 額
(A)

支 出 済 額
(B)

予備費充用額
(C)

執行率(％)
(B/(A+C))

備　　考

1. 総 務 費 7,113 3,210 0 45.1 

2.
後期高齢者医療広域連
合 納 付 金

74,204 23,615 0 31.8 

3. 公 債 費 1 0 0 0.0 

4. 諸 支 出 金 406 184 0 45.3 

5. 予 備 費 176 0 0 －　

81,900 27,009 0 33.0 

（単位：千円）

（単位：千円）

合 計

一 時 転 用 金

款

款

合 計



Ⅳ．市 税 収 入 内 訳

予 算 額
(A)

調 定 額
(B)

収 入 済 額
(C)

収入率（％）
(C/A)

収納率 (％ )
(C/B)

備 考

1. 市 民 税 95,277 111,817 47,865 50.2 42.8  

2. 固 定 資 産 税 57,312 55,601 35,042 61.1 63.0  

3. 軽 自 動 車 税 7,791 8,017 7,388 94.8 92.2  

4. 市 た ば こ 税 19,546 9,106 7,472 38.2 82.1  

5. 鉱 産 税 1,600 943 943 58.9 100.0  

6. 入 湯 税 6,799 2,829 2,829 41.6 100.0  

188,325 188,313 101,539 53.9  53.9  

（単位：千円）

合 計

項



Ⅴ．地 方 債 現 在 高

１．一　般　会　計

現 在 高 構成比(％)

1. 一 般 単 独 事 業 債 163,975 7.1  

2. 学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 債 3,439 0.1  

3. 災 害 復 旧 事 業 債 6,702 0.3  

4. 一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債 331 0.0  

5. 上 水 道 一 般 会 計 出 資 債 406 0.0  

6. 過 疎 対 策 事 業 債 1,120,955 48.2  

7. 改 良 住 宅 債 170,927 7.4  

8. 公 営 住 宅 債 22,170 1.0  

9. 道 貸 付 金 3,473 0.1  

10. 減 税 補 て ん 債 294 0.0  

11. 減 収 補 て ん 債 2,418 0.1  

12. 臨 時 財 政 対 策 債 829,605 35.7  

13. 介 護 サ ー ビ ス 施 設 整 備 事 業 債 0 0.0  

14. 施 設 整 備 事 業 債 212 0.0  

2,324,907 100.0  

〈参考〉

■各年度末公債費未償還額の市民一人当たりの負担金額

（単位：千円）

区 分

合 計

年度末現在高 年度末人口 一人当たり

A B A/B 増減
千円 人 千円 千円

4 普通会計 2,878,731 2,739 1,051 ▲ 142

5 普通会計 2,717,465 2,649 1,026 ▲ 25

6 普通会計 2,505,517 2,550 983 ▲ 43



Ⅵ．一　時　借　入　金

１．一　般　会　計 （単位：千円）

月 別 借 入 額 返 済 額 月 末 現 在 高 ピ ー ク 額

4月 0 0 0 0

5月 0 0 0 0

6月 0 0 0 0

7月 0 0 0 0

8月 0 0 0 0

9月 0 0 0 0

10月 

11月 

12月 

1月 

2月 

3月 

Ⅶ．一　時　運　用　金

１．一　般　会　計 （単位：千円）

月 別 運 用 額 返 済 額 月 末 現 在 高 ピ ー ク 額

4月 0 0 0 0

5月 0 0 0 0

6月 0 0 0 0

7月 0 0 0 0

8月 0 0 0 0

9月 0 0 0 0

10月 

11月 

12月 

1月 

2月 

3月 



Ⅷ．令和６年度の決算の概要

令和６年度は、歌志内市総合計画の後期基本計画も終盤となり、これまで実施した事業の結果を踏

まえるなど、目標の達成に向けた施策を展開しつつ、限られた財源を効率的、効果的に活用し、市内

事業者への支援継続や地域経済の活性化、医療福祉や消防救急体制の整備、住環境・教育環境の整備

などの充実強化を図り、「みんなで創る笑顔あふれるまち」、「すべての市民が幸せを実感できるま

ちづくり」の実現を目指してまいりました。

「活力と魅力あふれるまち」として、人口の減少を抑制するべく、各種助成をはじめとした移住定

住の施策を引き続き推進するほか、商業振興と消費喚起を目的とする「プレミアム付商品券発行事業」

の継続、道の駅附帯施設リニューアルオープンに向けた施設改修など、地域経済及び市民生活の活性

化を図りました。

また、「豊かな心を育む教育と文化のまち」として、令和８年度の供用開始に向け児童センター等

一元化施設の建設工事に着手するとともに、著しく老朽化した教職員住宅の建設工事のほか、本市が

独自に実施している各種の就学支援、助成等の制度を継続し、子育て世帯への経済的負担軽減を引き

続き図るなど、基本目標に掲げる各種施策の実施に取り組みました。

１．決算規模及び収支の状況

一般会計以下３会計における歳入歳出決算の総額は、歳入49億7,231万9千円、歳出46億4,703万

7千円で、3億2,528万2千円の黒字となりました。前年度と比較し、歳入で4,999万8千円、1.0％の増、

歳出で1,510万1千円、0.3％の減となりました。

各会計別の収支は、一般会計で3億2,321万円、国民健康保険特別会計で195万円、後期高齢者医療

特別会計で12万2千円の黒字となりました。

２．歳入歳出の状況

(1)一般会計

歳入増となった主な科目は、繰越金8,839万9千円（対前年度比52.7％）、繰入金7,951万7千円

（同161.8％）などで前年度を上回りました。

その内訳としては、繰越金は前年度繰越金の増、繰入金は児童センター等一元化施設建設事業

に伴う公共施設等整備基金の取り崩しによる増となっています。

一方、歳入減となった主な科目は、地方交付税4,817万2千円（対前年度比△1.7％）、市税

4,719万3千円（同△20.6％）などで前年度を下回りました。

その内訳としては、地方交付税は普通交付税及び特別交付税ともに減、市税は法人市民税の減

となっています。

歳出（性質別分析）では、投資的経費が5億2,137万円（構成比11.6％）、義務的経費が20億

1,225万3千円（同44.9％）、その他の経費が19億5,108万2千円（同43.5％）となっています。

前年度との比較では、投資的経費が4,710万円（対前年度比9.9％）の増、義務的経費が

1億2,348万2千円（同6.5％）の増、その他の経費が1億7,598万2千円（同△8.3％）の減となりま

した。

投資的経費の増は、児童センター等一元化施設建設事業における工事請負費の増によるもので、

義務的経費の増は、給料表及び期末・勤勉手当支給率の改定による人件費の増、その他の経費の

減は、公共施設等整備基金への積立金の減によるものです。

(2)特別会計

２会計合わせて歳入総額は1億6,440万4千円で、前年度と比較して1,170万2千円（対前年度比

△6.6％）の減で、その主な要因は、国民健康保険特別会計における繰入金及び諸収入の減による

ものです。

歳出は、義務的経費が1,492万5千円（対前年度比7.0％）、その他の経費が1億4,740万7千円



（同△6.8％）、総額1億6,233万2千円で、前年度と比較して970万1千円（同△5.6％）となってお

り、その他経費の減の主な要因は、国民健康保険特別会計における負担金の減によるものです。

３．財政構造（普通会計ベース）

指数面では、財政の弾力性を測定する経常収支比率は98.6％（前年度92.8％）、財政力の強弱を

示す財政力指数は0.108（同0.103）、公債費比率は5.4％（同5.4％）です。

また、地方債の元利償還金に加え、下水道等の公営企業が支払う元利償還金への一般会計繰出金

などを含めて算出した実質公債費比率は7.9％（同8.7％）です。

４．投資的事業（１件 1,000万円以上）

教職員住宅建設事業（新築）、定住促進事業（住宅建設等奨励金）、住民基本台帳ネットワーク

システム整備事業、ごみ分別収集事業（繰越明許）によるじん芥収集車整備、観光施設活性化推進

事業（チロルの湯改修）、道の駅附帯施設改修事業（厨房設備改修）、住宅改修事業（屋上防水・

外壁塗装、解体除却）、児童センター等一元化施設建設事業（新築）


